別表２（見舞い及び弔慰の支出対象者の範囲）
	１
	国会議員、知事、県議会議員、近隣首長、市議会議員（なお、国会議員、県議会議員については隣接選挙区内までとする。）

	２
	各種行政委員等（非常勤特別職）
	国からの委嘱による委員等

	
	
	地方自治法の規定により設置される委員

	３
	消防団長・副団長

	４
	町会長等

	５
	市職員

	６
	その他（上記以外で特に市長が必要と認める者）


６の場合を除き、現職及び元職（退職後概ね５年以内）の本人を対象とする。

ただし、１から４の場合の現職及び１の場合の元職の弔慰については、本人及びその配
偶者、父母、義父母（同居に限る）、子を対象とする。
